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第一部【企業情報】

 

第１【企業の概況】

 

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第39期

第３四半期
連結累計期間

第40期
第３四半期
連結累計期間

第39期

会計期間
自 平成26年５月１日
至 平成27年１月31日

自 平成27年５月１日
至 平成28年１月31日

自 平成26年５月１日
至 平成27年４月30日

売上高 (百万円) 191,164 207,481 265,340

経常利益 (百万円) 5,304 10,321 10,272

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 3,228 6,581 6,217

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 3,351 6,492 6,490

純資産額 (百万円) 55,480 63,853 58,603

総資産額 (百万円) 126,158 139,304 134,533

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 239.77 489.06 461.75

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 44.0 45.8 43.6
 

 

回次
第39期

第３四半期
連結会計期間

第40期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年11月１日
至 平成27年１月31日

自 平成27年11月１日
至 平成28年１月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 126.06 200.61
 

(注)１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益につきましては、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。

４　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

 

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び子会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

 

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　

(１)業績の概況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済・金融政策を背景に、企業収益や雇用・所

得環境の改善がみられる等、緩やかな回復基調で推移しました。一方で、中国やアジア新興国の下振れ等の海外

経済の不確実性の高まりや、金融資本市場の変動による影響等のリスクも存在しており、景気の先行きについて

は留意が必要な状況が続いております。

　建設業界におきましては、住宅ローン減税の拡充や省エネ住宅ポイント制度の実施に加え、住宅取得資金に係

る贈与税の非課税措置の拡充等、政府による各種施策により、新設住宅着工戸数は持ち直しの傾向が続きまし

た。一方、相続税の税制改正を背景に賃貸住宅建設に対する需要は底堅く、新設貸家着工戸数は堅調に推移して

おります。

　このような状況の中、当第３四半期連結累計期間における当社グループの連結業績は、売上高は2,074億８千１

百万円（前年同期比8.5％増）となりました。利益面におきましては、営業利益99億７千３百万円（前年同期比

106.2％増）、経常利益103億２千１百万円（前年同期比94.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益65億８

千１百万円（前年同期比103.9％増）となりました。

セグメントの業績は以下のとおりであります。

　

　① 建設事業

建設事業におきましては、前連結会計年度の受注高が増加したことにより、当第３四半期連結累計期間の完

成工事高は前年同期と比較して増加しております。利益面におきましては、生産性の向上に加えて、商品の集

約化を図り建築部材の集中購買を行う等、積極的にコストダウンに努めたことにより、完成工事総利益率には

改善がみられました。この結果、建設事業における売上高は1,025億７千２百万円（前年同期比9.6％増）、営

業利益は104億５千２百万円（前年同期比61.0％増）となりました。

　また、当第３四半期累計期間の当社単体における総受注高につきましては、1,121億８千５百万円（前年同期

比3.8％増）となりました。

　

② 不動産賃貸事業

不動産賃貸事業におきましては、管理物件数の増加に伴うサブリース経営代行システム（一括借り上げ制

度）による入居者様からの家賃収入及び管理料収入等の増加により、売上高は前年同期と比較して増加してお

ります。また、賃貸建物の当第３四半期末の入居率は入居仲介促進のための各種施策に積極的に取り組んだこ

とにより95.6％となり、高い入居率を維持しております。この結果、不動産賃貸事業における売上高は1,028億

１百万円（前年同期比7.5％増）、営業利益は44億２千４百万円（前年同期比29.2％増）となりました。

　

③ その他

総合広告代理店業、旅行代理店業及びゴルフ場・ホテル施設の運営に関する事業で構成されるその他の事業

における売上高は21億７百万円（前年同期比5.5％増）、営業損失は１千４百万円（前年同期は営業利益１億５

千万円）となりました。
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(２)資本財源及び資金の流動性について　

資産の部におきましては、現金預金が46億１千１百万円増加したことから、流動資産は946億９千２百万円（前

期末比4.9％増）となりました。この結果、資産合計は1,393億４百万円（前期末比3.5％増）となりました。

　負債の部におきましては、未払法人税等が14億５千万円減少したことから、流動負債は508億４千４百万円（前

期末比1.4％減）となりました。この結果、負債合計は754億５千万円（前期末比0.6％減）となりました。

　純資産の部におきましては、利益剰余金が53億７千万円増加したことから、純資産合計額は638億５千３百万円

（前期末比9.0％増）となりました。

 

(３)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(４)研究開発活動

該当事項はありません。

 

(５)主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設及び除却等について、当第３四半期連結累計期間

において重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

 

１【株式等の状況】

(１)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 53,888,000

計 53,888,000
 

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成28年１月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年３月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,472,000 13,472,000
東京証券取引所
名古屋証券取引所
(各市場第一部)

単元株式数100株

計 13,472,000 13,472,000 ― ―
 

 

 

 

(２)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(３)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(４)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(５)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年11月１日～
平成28年１月31日

― 13,472,000 ― 4,800 ― 16
 

 

(６)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(７)【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成27年10月31日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

平成28年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 15,800
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式  

13,209,600
 

 

132,096 ―

単元未満株式 普通株式 246,600
 

 

― ―

発行済株式総数 13,472,000 ― ―

総株主の議決権 ― 132,096 ―
 

(注)１　「完全議決権株式(その他)」の「株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄にも、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個を含めております。

２　「単元未満株式」の「株式数」欄には、自己保有株式44株が含まれております。

 

②【自己株式等】

  平成28年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東建コーポレーション㈱

名古屋市中区丸の内
二丁目１番33号

15,800 ― 15,800 0.1

計 ― 15,800 ― 15,800 0.1
 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成27年11月１日から平成

28年１月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年５月１日から平成28年１月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

東建コーポレーション株式会社(E00281)

四半期報告書

 7/17



１【四半期連結財務諸表】

(１)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年４月30日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年１月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 79,802 84,414

  受取手形・完成工事未収入金等 5,596 ※2  5,475

  未成工事支出金 771 1,112

  その他のたな卸資産 1,117 1,182

  その他 3,070 2,584

  貸倒引当金 △82 △76

  流動資産合計 90,276 94,692

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 10,722 11,698

   土地 15,498 15,502

   その他（純額） 4,874 4,592

   有形固定資産合計 31,096 31,794

  無形固定資産 1,047 1,094

  投資その他の資産   

   その他 12,479 12,005

   貸倒引当金 △366 △281

   投資その他の資産合計 12,113 11,723

  固定資産合計 44,257 44,612

 資産合計 134,533 139,304

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 23,845 ※2  25,412

  未払法人税等 2,673 1,222

  賞与引当金 1,567 694

  役員賞与引当金 68 48

  完成工事補償引当金 131 139

  その他 23,269 23,328

  流動負債合計 51,555 50,844

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 645 637

  退職給付に係る負債 2,066 2,194

  長期預り保証金 17,954 17,825

  その他 3,708 3,949

  固定負債合計 24,374 24,606

 負債合計 75,930 75,450
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年４月30日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年１月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,800 4,800

  資本剰余金 16 16

  利益剰余金 53,389 58,759

  自己株式 △57 △87

  株主資本合計 58,148 63,488

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 375 304

  退職給付に係る調整累計額 73 55

  その他の包括利益累計額合計 448 359

 非支配株主持分 6 6

 純資産合計 58,603 63,853

負債純資産合計 134,533 139,304
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(２)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年５月１日
　至 平成27年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年５月１日
　至 平成28年１月31日)

売上高   

 完成工事高 93,566 102,572

 兼業事業売上高 97,597 104,908

 売上高合計 191,164 207,481

売上原価   

 完成工事原価 63,362 67,358

 兼業事業売上原価 92,875 99,211

 売上原価合計 156,238 166,570

売上総利益   

 完成工事総利益 30,204 35,213

 兼業事業総利益 4,721 5,697

 売上総利益合計 34,925 40,911

販売費及び一般管理費   

 給料及び賞与 17,122 17,273

 賞与引当金繰入額 320 445

 役員賞与引当金繰入額 46 48

 退職給付費用 247 263

 役員退職慰労引当金繰入額 39 21

 貸倒引当金繰入額 24 -

 その他 12,286 12,886

 販売費及び一般管理費合計 30,088 30,937

営業利益 4,837 9,973

営業外収益   

 受取利息 129 112

 保険代理店収入 228 205

 その他 248 152

 営業外収益合計 606 470

営業外費用   

 クレーム損害金 23 51

 固定資産除却損 82 35

 その他 33 34

 営業外費用合計 139 121

経常利益 5,304 10,321

税金等調整前四半期純利益 5,304 10,321

法人税、住民税及び事業税 1,290 3,224

法人税等調整額 785 516

法人税等合計 2,075 3,740

四半期純利益 3,228 6,581

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,228 6,581
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年５月１日
　至 平成27年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年５月１日
　至 平成28年１月31日)

四半期純利益 3,228 6,581

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 135 △71

 退職給付に係る調整額 △12 △17

 その他の包括利益合計 123 △89

四半期包括利益 3,351 6,492

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,351 6,492
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計

期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

１　保証債務

施主の金融機関からの借入等に対し、次のとおり債務保証を行っております。

前連結会計年度
(平成27年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年１月31日)

29名 66百万円 23名 60百万円
 

　

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

(平成27年４月30日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年１月31日)

受取手形 ―百万円 33百万円

支払手形 ― 2,190 
 

 
 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産及び長期前払費用に係る償却費を含む）は次のとお

りであります。　

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年５月１日
至 平成27年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年５月１日
至 平成28年１月31日)

減価償却費 1,060百万円 1,041百万円
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(株主資本等関係)

１ 前第３四半期連結累計期間(自 平成26年５月１日 至 平成27年１月31日)

(１)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年７月25日
定時株主総会

普通株式 1,212 90 平成26年４月30日 平成26年７月28日 利益剰余金
 

 

(２)基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

２ 当第３四半期連結累計期間(自 平成27年５月１日 至 平成28年１月31日)

(１)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年７月29日
定時株主総会

普通株式 1,211 90 平成27年４月30日 平成27年７月30日 利益剰余金
 

 

(２)基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年５月１日 至 平成27年１月31日)

   (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３
建設事業

不動産

賃貸事業
計

売上高        

  外部顧客への売上高 93,566 95,599 189,166 1,997 191,164 ― 191,164

  セグメント間の内部

  売上高又は振替高
2 1,014 1,016 2,348 3,365 △3,365 ―

計 93,569 96,613 190,183 4,346 194,529 △3,365 191,164

セグメント利益 6,491 3,424 9,915 150 10,065 △5,227 4,837
 

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成27年５月１日 至 平成28年１月31日)

   (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３
建設事業

不動産

賃貸事業
計

売上高        

  外部顧客への売上高 102,572 102,801 205,374 2,107 207,481 ― 207,481

  セグメント間の内部

  売上高又は振替高
3 1,001 1,005 2,848 3,854 △3,854 ―

計 102,576 103,802 206,379 4,956 211,335 △3,854 207,481

セグメント利益又は損失(△) 10,452 4,424 14,876 △14 14,862 △4,889 9,973
 

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、総合広告代理店業、旅行代

理店業及びゴルフ場・ホテル施設の運営に関する事業を含んでおります。

２ 調整額の内容は以下のとおりであります。

セグメント利益
  (単位：百万円)

項目 前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

セグメント間取引消去 15 △94

全社費用※ △5,242 △4,794

合計 △5,227 △4,889
 

※全社費用は、主に提出会社本社の総務管理部等管理部門に係る費用であります。

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年５月１日
至 平成27年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年５月１日
至 平成28年１月31日)

１株当たり四半期純利益 239円77銭 489円06銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 3,228 6,581

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

3,228 6,581

普通株式の期中平均株式数(株) 13,464,983 13,457,188
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

平成２８年３月１４日
 

東建コーポレーション株式会社

取 締 役 会 御中
 

 

有限責任監査法人　トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　松　井　夏　樹　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　城　　　卓　男　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東建コーポ

レーション株式会社の平成２７年５月１日から平成２８年４月３０日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成２７年１１月１日から平成２８年１月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２７年５月１日から平成

２８年１月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半

期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東建コーポレーション株式会社及び連結子会社の平成２８年１月

３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

 

EDINET提出書類

東建コーポレーション株式会社(E00281)

四半期報告書

17/17


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(１)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(２)新株予約権等の状況
	(３)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(４)ライツプランの内容
	(５)発行済株式総数、資本金等の推移
	(６)大株主の状況
	(７)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(１)四半期連結貸借対照表
	(２)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

